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① 年齢構成が高く、医療費水準が高い

② 所得水準が低い

③ 保険料負担が重い

④ 保険料（税）の収納率低下

⑤ 一般会計繰入・繰上充用

⑥ 財政運営が不安定になるリスクの高い
小規模保険者の存在

⑦ 市町村間の格差

１．年齢構成

２．財政基盤

３．財政の安定性・市町村格差

① 国保に対する財政支援の拡充

② 都道府県と市町村との適切な役割分担

国保の運営について、財政支援の
拡充等により、国保の財政上の構造
的な問題を解決することとした上で、

・ 都道府県は財政運営をはじめとして、
国保運営の中心的な役割を担う

・ 市町村は保険料の賦課徴収、保健事
業の実施等の地域におけるきめ細かい

事業を引き続き担う

③ 低所得者に対する保険料軽減措置の
拡充

市町村国保が抱える構造的な課題と改革の方向性
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【改革の方向性】



【現行】 市町村が個別に運営
【改革後】 都道府県が財政運営責任を担う

など中心的役割

神戸市 兵庫県

・財政運営責任（提供体制と双方に責任発揮）

・ 市町村ごとの納付金を決定

市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮することが基本

・市町村ごとの標準保険料率等の設定

・市町村が行った保険給付の点検、事後調整

・市町村が担う事務の標準化、効率化、
広域化を促進

・ 資格管理（被保険者証等の発行）

・ 保険料率の決定、賦課・徴収

・ 保険給付

・ 保健事業

（構造的な課題）

・年齢が高く医療費水準が高い

・低所得者が多い

・小規模保険者が多い

都道府県が市町村ごとに決定した
国保事業費納付金を市町村が納付

・国の財政支援の拡充

・都道府県が、国保の運営
に中心的役割を果たす

西宮市

芦屋市

芦屋市

西宮市

神戸市

国保運営方針
(県内の統一的方針)

給付費に必要な費用を、
全額、市町村に支払う（交付金の交付）

※被保険者証は都道府県名のもの
※保険料率は市町村ごとに決定
※事務の標準化、効率化、広域化を進める

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国保

運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

・給付費に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、市町村ごとの標準保険料率を提示（標準的な住民負担の見える化）

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、

地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う

新たな国保制度の仕組みの概要
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（市町村の役割） （都道府県の役割）



支出

改革後の国保財政の仕組み（イメージ）

支出

保険料 保険給付費

支出

保険料 保険給付費

納付金 交付金

○都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用を、

全額、市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

※ 都道府県にも国保特別会計を設置

○ 市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。

※ 納付金の額は、市町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮

※詳細は引き続き地方と協議

都道府県の国保特別会計

市町村の

国保特別会計

市町村の

国保特別会計 Ａ市

現行 改革後

公費

・定率国庫負担
・保険料軽減 等

収入
公費

保険料軽減 等

公費

収入定率国庫負担 等

収入
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改革後の国保保険料の賦課、徴収の仕組み（イメージ）

都 道 府 県

市 町 村

住 民

保険料の賦課・徴収

・納付金の決定

県全体 ○億円

Ａ市 ○億円
Ｂ町 ○千万円

納付金の支払い

都道府県が各市町村が納付金を納めるた
めに必要な標準保険料率を示す

市町村ごとの納付金を決定
（医療費水準、所得水準を考慮）

標準保険料率を参考に、各市町村が、
保険料率を決定し、賦課・徴収

徴収した保険料等を財源として
納付金を都道府県に支払い

・標準保険料率
の提示

※詳細は引き続き地方と協議
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改革後の市町村における業務改善について

改善項目 国保改革前 国保改革後

財政運営責任等

の都道府県移行

による安定化

○市町村が給付のための費用を保険料収入

等からねん出。予期しない医療費の増加や

保険料収入不足の場合には，前年度繰上充

用金，法定外繰入金等により対応していた。

○市町村が給付に必要な費用は全額，都道府県が市町村に交付する。

○予期しない保険料収入不足に対しては，都道府県が運営する財政安定

化基金から貸付・交付

⇒上記の措置により，給付費の変動による予算確保を心配する必要がな

くなる。また，基金の活用により，法定外繰入金の必要性が縮小

保険料負担の透

明化

○各市町村が保険料水準や近隣市町村との

差異について，個別に説明責任を負う。

○都道府県が各市町村に対し，標準的な算定方式等により算出した市町

村ごとの標準保険料率を提示・公表

⇒上記の取組により，負担の見える化が図られるとともに，保険料水準

の説明責任が果たしやすくなる。

事務の効率化，

平準化，広域化

○各市町村が異なる事務処理基準，異なる

システム等を用いているため，都道府県内

で取扱いに差が生じており，事務の広域化

の支障となっている。

○標準システムの活用を進める。

○都道府県が国保運営方針を定める。

○国保事務費納付金や国保運営方針等の重要事項を審議するため，都道

府県にも国保運営協議会を設置

⇒上記の取組により，事務の効率化，共同処理，広域化が図られやすく

なる。
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国保制度改革の主な流れ （イメージ）

～ 平成29年度 平成30年度

国

都

道

府

県

市

町

村

○地方向け説明会の開催

○ 平成30年度の各市町村の

納付金の額や、標準保険料

率を検討・決定

都道府県による
財政運営

◇ 平成30年度の

保険料率を検討・決定

新

制

度

の

施

行
◇新システムの導入、現行システムの改修

◇業務体制等の見直し

◇条例改正 等

改正法の成立

(平成27年5月27日）

◇政省令等の制定 ◇条例参考例提示

○ 地域の実情を踏まえ、

・各市町村の納付金の額の

算定ルール

・国保の運営方針

等を検討・決定

～

○新システムの設計・開発

○厚生労働省と地方との協議

（制度・運用の詳細について）

※27年7月に協議再開

現場意見

現場意見

○ 各都道府県で、都

道府県と市町村と

の協議の場を設置

○低所得者の多い保険者への財政支援
（＋約1,700億円） ○ 医療費適正化等に

積極的に取り組む
保険者への財政支
援
（＋約1,700億円）
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